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2020年12月15日(第929号) 自動車会議所ニュース

民党自動車議員連盟と自動車関係15団体との
政策懇談会が11月19日、東京・千代田区の衆

議院第一議員会館で開催された。今回の政策懇談会
は、新型コロナウィルス感染拡大が、自動車業界を
含め日本経済全体に大きな影響を与える中で開催さ
れ、出席団体からは税制改正要望等に先立ち、業界
への深刻な影響に関する説明が数多く聞かれた。ま
た、団体側の出席者数を限定するとともに、出席者
の席の間隔を拡大する等の感染拡大防止対策の下で
行われた。
　懇談会は佐藤信秋議連事務局長の司会で開会し、
冒頭、額賀福志郎議連会長より「感染拡大第３波と
も言える状況の中、国内市場の動向はどうなってい
くのか。一方で、菅総理は2050年カーボン・ニュー
トラルの達成の方針を示した。大きな変革の波に直
面している自動車業界が今後とも厳しい競争を勝ち
抜いていくためには、国内市場の安定が大前提であ
り、それに向けてユーザー負担軽減の実現を図って
いかねばならない。本日は税制を含めて自動車業界
より要望・意見をうかがい、今後の政治における議
論に備えていきたい」旨の挨拶が述べられた。
　額賀会長の挨拶の後、出席団体を代表して挨拶し
た当会議所の内山田竹志会長＝挨拶要旨は３ページ
に掲載＝は、新型コロナウィルス感染拡大防止に向
けた政府・与党の尽力に対して謝意を述べたうえ
で、「支援を切実に必要とする、極めて深刻な状況
にある現場を抱えている業界がある。自動車産業は
すそ野が広い基幹産業であり日本経済の牽引役を担
っていかなければならないと強く思っているが、自
動車の製造、販売から始まる一連のバリューチェー
ンが、このまま壊れるようなことになれば、ポス
ト・コロナに向けた速やかな経済復興は大変難しく
なる」と訴え、コロナ禍の経済状況を踏まえた取得
時にかかる税負担の大幅な軽減などを要望した。
　続いて、日本自動車工業会をはじめとする各団体
より、順次、業界の状況や税制改正要望などにつき
説明が行われた。

＝別表「重点要望項目総括表」参照＝

　引き続いて経済産業省からの報告が行われ、藤木
俊光製造産業局長より、エコカー減税の延長・拡充、
クリーンディーゼル車に対する免税措置の延長、自
動車税・軽自動車税の環境性能割の臨時的軽減措置
の延長等、同省の税制改正要望について理解と支援
を求める説明が行われた。
　時間の関係で退席された佐藤事務局長に代わり、
奥野信亮事務局次長が進行を引き継ぎ、議事は出席
議員との意見交換に移った。公務が後に控える関係
で先に懇談会の総括を行った細田博之幹事長は、コ
ロナ危機克服と東京オリンピック・パラリンピック
の開催、またカーボン・ニュートラル実現等を見据
えて、年末での税制・予算論議に向けた自動車議連
の結束を訴える挨拶を行った。
　続いて出席議員より意見・発言が相次いだ。「電
動化・スマート化等で自動車業界は大転換を迎えて
いる。研究開発も含めて、わが国が国際競争に立ち
遅れないよう対応していくことが最重要の課題だ。
また、トラック、バスなどの利用促進も緊急の課題。
第３次補正予算も含めてしっかりと対応していきた
い」（上月良祐参議院議員）、「日本の自動車産業は
世界最高水準の品質・サービス・安全性能を誇って
おり、抱えている雇用も最大級。一方で、世界最高
水準の税負担がユーザーに課せられている現状があ
る。税制で自動車産業の競争力を削ぐべきではない。
公助がままならないなら政権の看板倒れだ。ユーザ
ー負担軽減に向け力を尽くしていきたい」（三宅伸
吾参議院議員）、「地方創生にも自動車産業が果たす
役割は大きい。サプライチェーン維持に対する補助
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制度等、必要な対応を議連と連携して行っていきた
い。また外国人労働者の確保に関する課題について
も、関係官庁や業界とともに進めていくつもりなの
で、ご協力をお願いしたい」（片山さつき参議院議員）
　最後に奥野事務局次長より、出席者からの説明・
発言や進行等に対する協力に対して謝意が示され、
政策懇談会は閉会となった。

【経済産業省出席者】
▽藤木俊光製造産業局長、▽福永哲郎審議官、▽吉
村直泰自動車課長
【団体側出席者】15団体、合計29名
▽自工会＝長田准総合政策委員長、田川丈二税制部
会長、▽自販連＝加藤和夫会長、平井敏文副会長・

な状況にある現場を抱えている業界もございます。
　ご承知のとおり、日本の自動車業界は、製造・販
売をはじめ、自動車を利用する運輸・交通等を含め
て、全就業人口の約１割にあたる550万人を占める
とともに、製造分野における出荷額は、日本の製造
業の約２割に当たる約70兆円となっております。ま
た、オールジャパンの租税総収入100兆円のうち、
企業や従業員、そして自動車ユーザーによる納税額
をあわせれば、少なくとも15兆円は上回る大変すそ
野が広い基幹産業であり、日本経済の牽引役を担っ
ていかなければならないものと強く思っております。
　しかし、この経済的な危機により、自動車の製造、
販売から、関連するさまざまなサービス分野にいた
る、一連のバリューチェーンが、このまま壊れるよ
うなことになれば、ポスト・コロナに向けた速やか
な経済復興は大変難しくなるものと考えます。何と
かこうした事態に陥らないためにも、今こそ業界に
よる「自助と共助」だけではなく、先生方のお力を

　新型コロナウイルス感染拡
大は、自動車業界全体にも大
変大きな影を落としておりま
す。本日ここに参集しており
ます団体の中にも、支援を切
実に必要とする、極めて深刻

専務理事、▽全ト協＝坂本克己会長、浅井隆副会長、
▽日バス協＝三澤憲一会長、石指雅啓理事長、▽全
タク連＝伊藤宏副会長、神谷俊広理事長、▽全軽自
協＝堀井仁会長、赤間俊一副会長、▽中販連＝海津
博会長、永井保典理事・総務部長、▽輸入組合＝テ
ィル・シェア理事長、入野泰一副理事長・専務理事、
▽部工会＝大下政司副会長・専務理事、尾関明人業
務部長、▽日整連＝橋本昭朗常務理事、伊藤正信理
事、▽車工会＝木村昌平会長、吉田量年専務理事、
▽全レ協＝岩崎貞二会長、▽通運連盟＝川勝敏弘理
事長、小松﨑義幸総務部長、▽全自協＝留安敬一専
務理事、薗部伸一常務理事・事務局長、▽会議所＝
内山田竹志会長、山岡正博専務理事

お借りする「公助」を強く要望いたします。
　今、ここで踏みとどまることができれば、自動車
業界は一丸となって、2050年までのカーボン・ニュ
ートラルをはじめ、電動化、自動化など、高い次元
で環境と安全、利便性の向上を実現する、新しいモ
ビリティ社会の構築に果敢にチャレンジし、経済復
興とともに、引き続き世界をリードするわが国経済
の牽引役を果たしてまいりたいと考えております。
　その思いをもって、当会議所は、自動車業界の総
合団体として、37団体の総意として要望をとりまと
めております。
　まずは、経済復興の中核として、国内販売市場の
本格回復を目指し、「自動車税・軽自動車税の環境
性能割の凍結を含めた軽減措置」「エコカー減税・
グリーン化特例の拡充・延長」だけではなく、補助
金による購入支援など、あらゆる手段により、ユー
ザーがクルマを購入しやすい環境づくりを早急に講
じていただきたく要望申し上げます。全国7,800万
自動車ユーザーの負担軽減は、すみやかな経済復興
につながることをご理解いただきたいと存じます。
　そのうえで、自動車議連の皆さまとは、負担軽減・
簡素化を軸に、新たなモビリティ社会を見据えた中
長期的な自動車税制のあり方について、議論を重ね
てまいりたいと考えております。
　日本経済や国民生活に占める自動車産業の重要性
に鑑み、引き続き特段のご対応を賜りますよう重ね
てお願い申し上げ、私からのご挨拶とさせていただ
きます。


